
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年 
 

 

上尾市教育委員会３月定例会 

 議案資料

議案資料 



 

 

目  次 

 

議案第１１ 資料 （平成２７年度上尾市教育行政重点施策の策定について） 

◇平成２７年度 上尾市教育行政重点施策 前年度との比較表 --------------------------------- １ 

議案第１２号 資料 （上尾市立小・中学校通学区域に関する規則の一部を改正する規則の制定について） 

◇通学区域変更に係る説明会 資 料 ------------------------------------------------------ ７ 

◇上尾市立小・中学校通学区域に関する規則 新旧対照表 ---------------------------------- １２ 

議案第１３号 資料  

（上尾市社会教育指導員設置規則及び上尾市公民館運営審議会規則の一部を改正する規則の制定について） 

◇上尾市社会教育指導員設置規則 新旧対照表 -------------------------------------------- １４ 

◇上尾市公民館運営審議会規則 新旧対照表 ---------------------------------------------- １５ 

議案第１４号 資料  

（地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則の制定について） 

◇上尾市教育委員会会議規則 新旧対照表 ------------------------------------------------ １６ 

◇上尾市教育委員会公印規則 新旧対照表 ------------------------------------------------ ２１ 

◇上尾市教育委員会事務局組織規則 新旧対照表 ------------------------------------------ ２２ 

◇上尾市教育委員会傍聴人規則 新旧対照表 ---------------------------------------------- ２３ 

◇上尾市教育委員会公告式規則 新旧対照表 ---------------------------------------------- ２６ 

◇上尾市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則 新旧対照表 ------------------ ２７ 

◇上尾市立小・中学校使用教科用図書の採択に関する規則 新旧対照表 ---------------------- ２８ 

◇上尾市教育委員会教育長職務代理者指定規則 新旧対照表 -------------------------------- ２９ 

議案第１５号 資料 （上尾市教育相談員、学校適応指導教室指導員等設置規則の一部を改正する規則の制定について） 

◇上尾市教育相談員、学校適応指導教室指導員等設置規則 新旧対照表 ---------------------- ３０ 

議案第１６号 資料 （上尾市社会教育委員会議運営規則の一部を改正する規則の制定について） 

◇上尾市社会教育委員会議運営規則 ------------------------------------------------------ ３１ 

議案第１７号 資料 （上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則の制定について） 

◇上尾市立幼稚園利用者負担額について -------------------------------------------------- ３２ 

議案第１８号 資料  

（上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程の一部を改正する訓令の制定について） 

◇上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程 新旧対照表 ---------- ３３ 

議案第１９号 資料 （上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程の一部を改正する訓令の制定について） 

◇上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程 新旧対照表 -------------------- ３４ 

議案第２０号 資料 （上尾市教育委員会の所管に属する機関の職制等に関する規則一部を改正する規則の制定について） 

◇上尾市教育委員会の所管に属する機関の職制等に関する規則 新旧対照表 ------------------ ４２ 



 

 

議案第１１号資料 
◆平成２７年度 上尾市教育行政重点施策 前年度との比較表 

平成２７年度 上尾市教育行政重点施策（案） 平成２６年度 上尾市教育行政重点施策 

≪前文≫ 

上尾市では、平成２３年３月「夢・感動教育 あげお」を基本

理念とする上尾市教育振興基本計画を定め、教育行政の充実に努

めてまいりました。この上尾市教育振興基本計画に基づき、毎年

単年度の実行計画として「上尾市教育行政重点施策」を策定し、

具体的な教育施策を明確にし、教育行政を推進しております。 

 

これまで「小・中学校校舎の耐震化」「小・中学校普通教室エ

アコン整備」「特別支援教育の充実」「夏期休業を短縮し、授業日

５日間の増加」「学校ＩＣＴ教育の推進」「上尾市学校安全マニュ

アルの改訂」「いじめ防止のための取り組み」「生涯学習基本計画

の策定」「スポーツ推進計画の策定」「新中央図書館建設への取り

組み」等、様々な事業を実施しております。 

 

平成２７年度は上尾市教育振興基本計画の最終年であり、これ

までの成果・課題を明らかにすると共に、これまでの取り組みを

発展させる事が重要です。 

上尾市の教育のさらなる充実を図るため、上尾市教育振興基本

計画における７つの基本目標とそれに位置づけられた施策に基

づき、「平成２７年度上尾市教育行政重点施策」を策定しました。

今後も施策の実効性を高め、本市教育行政の充実・発展に努めて

まいります。 

 

≪前文≫ 

我が国では、少子化の加速と更なる高齢化が進行し、人口減少

時代を迎える中、経済、外交、そして東日本大震災からの復興な

ど、喫緊の課題が山積しています。一方、教育を取り巻く環境に

おいても、いじめや体罰問題、子どもたちの学ぶ意欲や学力・体

力の低下、問題行動、更には、社会全体における規範意識や倫理

観の低下など、解決すべき多くの課題があり、早急な対応が求め

られています。 

 

国においては、昨年６月にいじめ防止対策推進法が公布され、

教育委員会制度が大きな課題とされる中、中央教育審議会から

「今後の地方教育行政の在り方について（答申）」の取りまとめ

が行われました。また、「自立」、「協働」、「創造」のキーワード

のもと、第２期教育振興基本計画が策定され、教育行政は大きな

転換期を迎えようとしています。 

 

上尾市教育委員会では、上尾市教育振興基本計画に定めた７つ

の基本目標とそれに位置づけられた施策に基づき「平成２７年度

上尾市教育行政重点施策」を策定しました。「夢・感動教育 あげ

お」の実現に向け、実効性を更に高め、今日的教育課題に的確に

対応し、本市教育の充実・発展に努めてまいります。 



 

 

平成２７年度 上尾市教育行政重点施策（案） 平成２６年度 上尾市教育行政重点施策 

≪基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成≫ 

児童生徒の生きる力を育むため、アッピースマイルサポーター

や、中学１年生におけるアッピースマイル教員の配置を行い、

個々の児童生徒へのきめ細かな支援を推進し、充実した教育活動

を通して、「確かな学力」の定着を図ります。 

また、今後、更に進展する国際化・情報化、科学技術の高度化

などの社会の変化に対応するため、外国語指導助手（ＡＬＴ）の

配置による外国語活動・英語学習のより一層の質の向上を図ると

ともに、日本語が理解できない児童生徒への必要な支援や学校Ｉ

ＣＴ化の推進に取り組むとともに、児童生徒一人一人の社会的・

職業的自立に向けて必要な能力や態度を育てます。 

特別支援教育については、すべての幼児・児童・生徒が、障害

の有無にかかわらず、ともに学ぶ機会を保障し、ノーマライゼー

ションの理念に基づく教育を推進するとともに、インクルーシブ

教育システム構築に向け、連続性のある「多様な学びの場」とし

て、通常の学級、通級指導教室及び特別支援学級における学習環

境を整備し、指導・支援の充実を図ります。 

幼児期の教育については、生涯にわたる人格形成の基礎を培う

重要なものであり、幼保小の連携を図りつつ、幼児教育の質の向

上に取り組みます。 

 

≪基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成≫ 

児童生徒の生きる力を育むため、アッピースマイルサポーター

や中学１年生におけるアッピースマイル教員の配置を行い、個々

の児童生徒へのきめ細かな支援を推進し、充実した教育活動を行

い、「確かな学力」を育成します。 

また、今後更に進展する国際化・情報化、科学技術の高度化な

どの社会の変化に対応するため、外国語指導助手（ＡＬＴ）の配

置による外国語活動・英語学習のより一層の質の向上を図り、学

校ＩＣＴ化の推進に取り組むとともに、児童生徒一人一人の社会

的・職業的自立に向けて必要な能力や態度を育てます。 

特別支援教育については、すべての幼児児童生徒が、障害の有

無にかかわらず、ともに学ぶ機会を保障し、ノーマライゼーショ

ンの理念に基づく教育を推進するとともに、インクルーシブ教育

システム構築に向け、連続性のある「多様な学びの場」として、

通常の学級、通級指導教室及び特別支援学級における学習環境を

整備し、指導・支援の充実を図ります。 

幼児期の教育については、生涯にわたる人格形成の基礎を培う

重要なものであり、幼保小の連携を図りつつ、幼児教育の質の向

上に取り組みます。 

 

 

 

 

 



 

 

平成２７年度 上尾市教育行政重点施策（案） 平成２６年度 上尾市教育行政重点施策 

≪基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成≫ 

豊かな心を育むため、道徳教育、人権教育、体験活動を充実す

るとともに、アッピースマイル学校図書館支援員を配置し、子ど

もの読書環境を整え、「読書パスポート」を活用して一層の推進

を図ります。 

また、いじめや不登校などの教育課題に対応するため、幼稚

園・保育所・小学校・中学校の連携を一層強化し、家庭・地域と

一体となった生徒指導を推進するとともに、生徒指導支援員や教

育相談員を配置し、教職員と児童生徒の信頼関係を深め、児童生

徒の心を支える教育相談を充実するなど積極的に学校をサポー

トする体制を整えます。 

「上尾市いじめの防止等のための基本的な方針」に基づき、策

定された学校いじめ防止基本方針により、いじめの未然防止の取

組として、担任が子どもたちの心理アンケート調査を活用し、児

童生徒の学級への所属感や安心感を高め、いじめを発生させない

学級経営を行います。近年のＳＮＳ等によるインターネットでの

いじめを防ぐための管理体制を整え、いじめ防止に向けた環境づ

くりに取り組みます。 

更に、いじめホットラインやホットメールにより、児童生徒・

保護者等の緊急相談等に対応し、いじめの早期解消を図ります。 

健やかな体の育成のため、学校保健活動や健全な食習慣形成の

ため、食育の充実、安心・安全な給食の提供に努めるとともに、

児童生徒の体力の課題を明確にし、改善を図るため体力向上推進

委員会や体育主任会での活動を通して児童生徒の体力向上に向

けた取り組みを積極的に推進し、健やかな体を育成します。 

≪基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成≫ 

豊かな心を育むため、道徳教育、人権教育、読書環境、体験活

動を充実するとともに、アッピースマイル学校図書館支援員を配

置し、読書活動の一層の推進を図ります。 

また、いじめや不登校など今日的な教育課題に対応するため、

幼稚園・保育所・小学校・中学校の連携を一層強化し、家庭・地

域と一体となった生徒指導を推進するとともに、支援員や相談員

を配置し、教職員と児童生徒の信頼関係を深め、児童生徒の心を

支える教育相談を充実するなど積極的に学校をサポートします。 

平成２５年度に策定した上尾市いじめの防止等のための基本

的な方針に基づき、各学校において、学校いじめ防止基本方針を

策定するとともに、学校生活に関する児童生徒向けアンケート調

査を行い、児童生徒個々の状況を的確に把握し、いじめの根絶を

図ります。 

更に、いじめホットラインやホットメールにより、児童生徒・

保護者等の緊急相談等に対応し、いじめの早期解消を図ります。 

学校保健活動や食育の充実、安心・安全な給食の提供に努める

とともに、児童生徒の体力向上に向けた取組を積極的に推進し、

健やかな体を育成します。 

 



 

 

平成２７年度 上尾市教育行政重点施策（案） 平成２６年度 上尾市教育行政重点施策 

≪基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進≫ 

質の高い教育を実現するため、学校経営の改善・充実や教職員

の資質の向上に努めるとともに、児童生徒の人間として調和のと

れた育成を目指して、教育課程を編成し、指導方法の改善に積極

的に取り組みます。 

学校安全マニュアル（防災編）を基にした安全管理・安全教育

の充実、学校安全パトロールカー事業などにより、通学路等の安

全対策の実施をし、児童生徒を災害・犯罪から守るための安全対

策を講じます。 

また、中学校校舎改築事業（上尾中学校改築）等を推進し、小

学校、中学校の快適な学校環境整備を行います。 

更に、学校ＩＣＴ活用研修会、授業研究会等の実施により、Ｉ

ＣＴツールの有効な活用法について調査・研究するとともに、

小・中学校の全普通教室に配置した大型モニタ及び小学校ＰＣル

ームに設置したタブレット型パソコンを効果的に活用した学校

ＩＣＴ教育を推進します。 

また、経済的理由で、進学や就学が困難な世帯に対し、貸し付

けや就学に必要な学用品費、修学旅行費や学校給食費等を援助す

ることにより、経済的格差による教育格差のない教育を実現しま

す。 

 

 

 

 

≪基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進≫ 

様々な課題に対応し、質の高い教育を実現するため、学校経営

の改善・充実や教職員の資質の向上に努めるとともに、児童生徒

の人間として調和のとれた育成を目指して、教育課程を編成し、

指導方法の改善に積極的に取り組みます。 

また、平成２４年３月に改訂した学校安全マニュアル（防災編）

を基にした安全管理・安全教育の充実、上尾中学校の改築、学校

安全パトロールカー事業などのほか、通学路の安全対策の実施に

より児童生徒を災害・犯罪から守るための安全対策を講じるとと

もに、小学校、中学校の快適な学校環境整備を行います。 

更に、小・中学校の大型モニタの拡充や学校ＩＣＴ活用研修会、

授業研究会の実施などにより、学校ＩＣＴを積極的に活用した教

育を推進します。 

また、経済的理由で、進学や就学が困難な世帯に貸し付けや就

学に必要な学用品等を援助することにより、誰もが安心して、ま

た、質の高い学校教育を受けられるよう支援します。 



 

 

平成２７年度 上尾市教育行政重点施策（案） 平成２６年度 上尾市教育行政重点施策 

≪基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上≫ 

社会全体で教育に取り組む機運を高め、ＰＴＡ・学校応援団・

学校ファームなどの活動をはじめ、上尾市教育月間の取り組みを

とおして、学校・家庭・地域が一体となって児童生徒を育てる教

育の充実を図ります。また、市ＰＴＡ連合会や地域団体と連携し、

家庭教育推進事業等に取り組み、家庭の教育力の向上を図りま

す。 

≪基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上≫ 

社会全体で教育に取り組む機運を高め、学校応援団の活動をは

じめ、上尾市教育月間、学校ファームなどの取組をとおして、学

校・家庭・地域が一体となって児童生徒を育てる教育の充実を図

ります。 

≪基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート≫ 

いつでも、どこでも、自分が学びたいときに学べる体制を整備

しながら、自己実現と地域参加を積極的に支援します。また、市

民一人一人が人権を尊重し合う社会を実現するための施策を推

進します。 

多角的な学びの機会を提供する事業として、奥行きの広い日本

文化を知るための「おとなの”NIPPON”講座」を開催します。「日

本の伝統と文化の学習推進事業」により、日本の伝統や文化など

を学ぶ機会を提供し、郷土を愛する市民意識の醸成を図ります。 

また、子どもの知識の向上や知的好奇心を刺激し子どもの学習

意欲向上に向け、大学等と連携し「子ども大学あげお・いな・お

けがわ」や「あげお子ども大学」を開催します。 

図書館は、資料の充実を図り、市民の学びを支えるとともに、

すべての世代が利用できる、知の拠点を目指します。更に暮らし

に役立ち、市民とともに歩む２３万都市にふさわしい図書館本館

建て替えのための事業を推進します。 

平成２０年度から、４か月児健診の対象となる乳児を対象とし

たブックスタート事業を開始し、平成２６年度からは、小学校１

年生を対象としたセカンドブックスタート事業に取り組み、学

校・家庭・地域の連携を強化しながら、子どもたちに読書の楽し

さと生涯の読書習慣を身に付けてもらうための支援をします。本

年度は、障害者のための読書環境の整備を推進します。 

≪基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート≫ 

いつでも、どこでも、自分が学びたいときに学べる体制を整備

しながら、自己実現と地域参加を積極的に支援します。また、市

民一人一人が人権を尊重し合う社会を実現するための施策を推

進します。 

特に、今年度から「日本の文化を知ろう」というテーマで日本

の伝統と文化の学習推進事業を推進します。また、包括協定を結

んだ聖学院大学との連携強化と子どもたちへの学びの場の提供

のために、これまでの「子ども大学あげお・いな・おけがわ」に

加えて「あげお子ども大学」を開催します。 

図書館は、基本である資料の充実を図り、市民の学びや暮らし

を支えるとともに、すべての世代が集える、知の拠点となる図書

館を目指します。更に暮らしに役立ち、市民とともに歩む２３万

都市にふさわしい図書館の整備を推進します。 

平成２０年度よりブックスタート事業を実施しているが、更に

今年度、セカンドブックスタート事業として、子どもの読書活動

支援センタ－と小学校が連携して、市内小学生に、児童専用の「読

書パスポート」を配布し、子どもたちに読書の楽しさを知っても

らい生涯の読書習慣の支援に取り組みます。更に、学校・家庭・

地域との連携を強化し子どもの読書活動を推進します。 



 

 

平成２７年度 上尾市教育行政重点施策（案） 平成２６年度 上尾市教育行政重点施策 

≪基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護≫ 

広く市民に芸術活動の発表の場として利用されている上尾市

ギャラリーの運営や、美術展覧会や市民音楽祭の開催など、市民

の文化・芸術活動の展開や活動団体の育成を支援し、市民が豊か

な文化を享受し、発信ができるような環境づくりを行います。 

市内の音楽家による本格的なクラシックコンサートを開催し、

文化芸術活動支援を行います。また、利用者の利便性を考慮し、

市役所ギャラリーと市民ギャラリーの運営を一括して行います。 

伝統文化の継承、文化財の保存管理に努め、収集・整理を進め、

学習活動を支援する環境を整えるために、古文書整理事業などに

も取り組みます。 

≪基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護≫ 

広く市民に芸術活動の発表の場として利用されている市民ギ

ャラリーの運営や、市美術展覧会や市民音楽祭の開催など、市民

の文化・芸術活動の展開や活動団体の育成を支援し、市民が豊か

な文化を享受し、発信ができるような環境づくりを行います。そ

のための新たな展開として、市内の音楽家による本格的なクラシ

ックコンサートを市内で開催するという文化芸術支援を行いま

す。そして、利用者の利便性を考慮し、今年度から市役所ギャラ

リーと市民ギャラリーの運営を一括して行います。 

また、伝統文化の継承、文化財の保存管理に努め、収集・整理

を進め、学習活動を支援する環境を整えるために、古文書整理事

業などにも取り組みます。 

≪基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進≫ 

市民の健康づくりや体力づくりに対する関心は高く、ライフス

タイルの変化に伴い、多種多様なスポーツ活動やスポーツイベン

トへの参加要求がますます高まってきています。このような中、

スポーツ施設の整備、スポーツ・レクリエーション事業の開催や

活動団体・指導者の育成を行い、市民がスポーツ・レクリエーシ

ョンに親しむことのできる環境づくりに取り組みます。 

スポーツ・レクリエーション活動の支援では、子どものスポー

ツ機会の充実のため、小・中学校・各種のスポーツ関係団体との

連携を図り、取り組んでまいります。 

≪基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進≫ 

市民の健康づくりや体力づくりに対する関心は高く、スポー

ツ・レクリエーション活動の推進を図るため、平成２５年度に策

定した「上尾市スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ施設の整

備、スポーツ・レクリエーション事業の開催や活動団体・指導者

の育成を行い、市民がスポーツ・レクリエーションに親しむこと

のできる環境づくりに取り組みます。 

また、子どもの体力向上に向け、小・中学校との連携を図り、

大学やスポーツ推進委員など各種のスポーツ関係団体の協力の

もと、子どもの体力向上地域連携事業に取り組みます。 
 

 



 

 

議案第１２号資料 
 
 

 

 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

◇上尾市立小・中学校通学区域に関する規則（昭和３５年上尾市教育委員会規則第３号）新旧対照表 

現行（   改正部分 改正案 太字 改正部分 

別表第 1(第 2 条関係) 

小学校 

小学校名 当該小学校の学区 

大谷小 地頭方（国道１７号上尾道路西側を除

く。）、向山（市道第２０５９４号線西側で、

市道第２０６０３号線北側を除く。）、向山

一丁目、向山二丁目、向山三丁目、向山四

丁目、大谷本郷、堤崎、中新井、戸崎、壱

丁目（５３３番地、５６８番地）、今泉（市

道第２０５９４号線東側で、上尾平方線南

側）、川（市道第２０５９４号線東側で、

上尾平方線南側、上尾平方線北側で、市道

第１０１４号線東側）、川一丁目、川二丁

目 

大石小 浅間台一丁目、浅間台二丁目、浅間台三

丁目（15 番地、23 番地、24 番地を除く。）、

浅間台四丁目、小泉（大仏、原貝戸、新田、

今泉後（小敷谷吉田通線北側で、市道第

20365 号線東側）及び弁財下を除く。）、三

井区（小敷谷吉田通線北側）、中分一丁目、

中分二丁目、中分三丁目、中分四丁目、中

分五丁目、中分六丁目、藤波一丁目、藤波

二丁目、藤波三丁目、藤波四丁目 

今泉小 今泉（松原、西、本村、前、前原、稲荷

前）、壱丁目（５３３番地、５６８番地及

び国道１７号上尾道路西側を除く。）、川

（台辻（市道第２０５９４号線西側で、上

尾平方線南側、上尾平方線北側で、市道第

１０１４号線西側））、西上尾第一団地１街

区及び２街区、小敷谷（県道上尾環状線東

側（８１８番地１、８１８番地２、８１９

番地１、８２０番地１、８２１番地１を除

く。）で、市道第１０１５号線北側）、向山

（六建ニュータウンに限る。）、川（六建ニ

ュータウンに限る。） 

西小 今泉（四反田）、今泉一丁目、小泉一丁

目、小泉（今泉後（市道第 20365 号線の東

側）、弁財下）、三井区（小敷谷吉田通線南

側）、弁財一丁目、弁財二丁目並びに浅間

台三丁目のうち 15 番地、23 番地及び 24

番地 

別表第 1(第 2 条関係) 

小学校 

小学校名 当該小学校の学区 

大谷小 地頭方（国道１７号上尾道路西側を除

く。）、向山（市道第２０５９４号線西側

で、市道第２０６０３号線北側を除く。）、

向山一丁目、向山二丁目、向山三丁目、

向山四丁目、大谷本郷、堤崎、中新井、

戸崎、壱丁目（５３３番地、５６８番地）、

今泉（市道第２０５９４号線東側で、上

尾都市計画道路上尾平方線南側）、川（市

道第２０５９４号線東側で、上尾都市計

画道路上尾平方線南側、上尾都市計画道

路上尾平方線北側で、市道第１０１４号

線東側）、川一丁目、川二丁目 

大石小 浅間台一丁目、浅間台二丁目、浅間台三

丁目（２番地から１０番地まで、１７番

地から２１番地まで、３１番地から３５

番地まで）、浅間台四丁目、小泉（大仏、

原貝戸、新田、上尾都市計画道路上尾池

袋線東側で鴨川西側並びに上尾都市計画

事業小泉土地区画整理事業設計図に表示

する区 8‐6 号線及び区８‐7 号線南側を

除く。）、三井区（上尾都市計画道路小敷

谷吉田通線北側）、中分一丁目、中分二丁

目、中分三丁目、中分四丁目、中分五丁

目、中分六丁目、藤波一丁目、藤波二丁

目、藤波三丁目、藤波四丁目 

今泉小 今泉（松原、西、本村、前、前原、稲荷

前）、壱丁目（５３３番地、５６８番地及

び国道１７号上尾道路西側を除く。）、川

（台辻（市道第２０５９４号線西側で、

上尾都市計画道路上尾平方線南側、上尾

都市計画道路上尾平方線北側で、市道第

１０１４号線西側））、西上尾第一団地１

街区及び２街区、小敷谷（県道上尾環状

線東側（８１８番地１、８１８番地２、

８１９番地１、８２０番地１、８２１番

地１を除く。）で、市道第１０１５号線北

側）、向山（六建ニュータウンに限る。）、

川（六建ニュータウンに限る。） 

西小 今泉（四反田）、今泉一丁目、小泉一丁

目、小泉（上尾都市計画道路上尾池袋線

東側で鴨川西側並びに上尾都市計画事業

小泉土地区画整理事業設計図で表示する

区 8‐6 号線及び区８‐7 号線南側、三井

区（上尾都市計画道路小敷谷吉田通線南

側）、弁財一丁目、弁財二丁目並びに浅間

台三丁目1番地、11番地から16番地まで、

22 番地から 30 番地まで 



 

 

 

別表第 2（第 4 条関係） 

調整区

域の名

称 

当該調整区域の

範囲 

指定校 選択校 

J 区域 浅間台一丁目、

浅間台二丁目、浅

間台三丁目（15 番

地、23 番地及び 24

番地を除く。）、大

字小泉字宮山、大

字小泉のうちの小

敷谷吉田通線、雷

電上谷線、中分浅

間台線及び鴨川で

囲 ま れ た 区 域

（注）、三井区（小

敷谷吉田通線北側

に限る。） 

大石小学校 

大石中学校 
西小学校 

西中学校 

（注） 当該区域のうち、別表第１の西小の学区に

属する地域を除く。 

  

 

別表第 2（第 4 条関係） 

調整区

域の名

称 

当該調整区域の

範囲 

指定校 選択校 

J 区域 浅間台一丁目、

浅間台二丁目、浅

間台三丁目 2 番地

から 10 番地まで、

17 番地から 21 番

地まで、31 番地か

ら 35 番地まで、大

字小泉字宮山、大

字小泉のうち、上

尾都市計画道路上

尾池袋線東側で鴨

川西側並びに上尾

都市計画事業小泉

土地区画整理事業

設計図に表示する

区8‐6号線及び区

8‐7 号線南側を除

く区域、三井区（上

尾都市計画道路小

敷谷吉田通線北側

に限る。） 

大石小学校 

大石中学校 
西小学校 

西中学校 

 削除 

 



 

 

議案第１３号資料 
◇上尾市社会教育指導員設置規則（昭和４９年上尾市教育委員会規則第１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○上尾市社会教育指導員設置規則 ○上尾市社会教育指導員設置規則 

（勤務） （勤務） 

第７条 指導員の勤務日は、１週間につき３日以内とし、その割振

りは、教育総務部生涯学習課長又は公民館長（次条第1項において

「課長等」という。)が定める。 

 

第７条 指導員の勤務日は、１週間につき３日以内とし、その割振

りは、教育総務部生涯学習課長が定める。 

 

 （服務）  （服務） 

第８条 指導員は、課長等の指揮監督を受け、その職務上の命令に

従わなければならない。 

第８条 指導員は、教育総務部生涯学習課長の指揮監督を受け、そ

の職務上の命令に従わなければならない。 

  

 



 

 

◇上尾市公民館運営審議会規則（昭和６０年上尾市教育委員会規則第５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○上尾市公民館運営審議会規則 ○上尾市公民館運営審議会規則 

（任務） （任務） 

第２条 審議会は、上尾市立公民館長（以下「館長」という。）の

諮問に応じ公民館における各種の事業の企画実施につき、調査審議

するものとする。 

第２条 審議会は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２

９条第２項の規定により公民館における各種の事業の企画実施に

つき、調査審議するものとする。 

  

  

  



 

 

議案第１４号資料 
◇上尾市教育委員会会議規則（昭和６０年上尾市教育委員会規則第２号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○上尾市教育委員会会議規則 ○上尾市教育委員会会議規則 

目次 目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 招集（第３条） 第２章 招集（第３条） 

第３章 委員長等の選挙等（第４条・第５条） 第３章 会議（第４条―第１５条） 

第４章 会議（第６条―第１８条） 第４章 補則（第１６条） 

第５章 補則（第１９条）  

（会議の種類） （会議の種類） 

第２条 会議は、定例会及び臨時会とする。 第２条 会議は、定例会及び臨時会とする。 

２ 定例会は、毎月第３木曜日に開く。ただし、その日が国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日の場

合は繰り下げ、又は特別の事情がある場合は委員長において随時変

更することができる。 

２ 定例会は、毎月第３木曜日に開く。ただし、その日が国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日の場

合は繰り下げ、又は特別の事情がある場合は教育長において随時変

更することができる。 

３ 臨時会は、委員長が必要と認めたとき又は委員の２人以上の者

から会議に付すべき事件を示して請求があったときに招集する。 

３ 臨時会は、法第１４条第２項に規定する場合のほか、教育長が

必要と認めたときに招集する。 

第２章 招集 第２章 招集 

（招集の方法等） （招集の方法等） 

第３条 会議の招集は、委員長があらかじめ会議の日時、場所及び

会議に付すべき事件を各委員に通知して行う。 

第３条 会議の招集は、教育長があらかじめ会議の日時、場所及び

会議に付すべき事件を各委員に通知して行う。 

２ 会議の招集を行った場合には、委員長は、直ちに会議開催の日

時、場所及び会議に付すべき事件を告示するものとする。ただし、

急施を要する場合は、この限りでない。 

２ 会議の招集を行った場合には、教育長は、直ちに会議開催の日

時、場所及び会議に付すべき事件を告示するものとする。ただし、

急施を要する場合は、この限りでない。 



 

 

３ 委員は、会議に遅参し、又は欠席しようとするときは、あらか

じめその旨を委員長に届け出なければならない。 

３ 委員は、会議に遅参し、又は欠席しようとするときは、あらか

じめその旨を教育長に届け出なければならない。 

第３章 委員長等の選挙等 

【 削 除 】 

（委員長の選挙） 

第４条 会議の招集の当日に委員長がないときは、委員長の選挙を

行う。ただし、委員長の任期満了前に次期委員長の選挙を行うこと

を妨げない。 

２ 委員長の選挙は、指名推選の方法によって行う。 

３ 委員長の選挙が前項の方法によって行われ難いときは、記名又

は無記名投票の方法によって行う。 

４ 前項の場合においては、投票の過半数を得た者を当選人とし、

投票の過半数を得た者がないときは、投票の最多数を得た者２人に

ついて決戦投票を行い、多数を得た者を当選人とする。ただし、決

戦投票を行うべき２人が当選人を定めるに当たり得票数が同じと

きは、くじでこれを定める。 

（委員長職務代理者の指定） 

第５条 会議の招集の当日に委員長職務代理者がないときは、委員

長職務代理者を指定する。 

２ 委員長職務代理者は、先任の委員（２人あるときは、これらの

者のうち年長のもの）とする。 

第４章 会議 第３章 会議 

（会議の順序） （会議の順序） 

第６条 会議は、おおむね次の順序で行う。 第４条 会議は、おおむね次の順序で行う。 

（１） 開会の宣告 （１） 開会の宣告 

（２） 会議録署名委員の指名 （２） 会議録署名委員の指名 

（３） 議案の審議 （３） 議案の審議 

（４） 教育長の報告 （４） 教育長の報告 



 

 

（５） その他 （５） その他 

（６） 閉会の宣告 （６） 閉会の宣告 

（開会等の宣告） （開会等の宣告） 

第７条 会議の開会、休憩及び閉会は、委員長がこれを宣告する。 第５条 会議の開会、休憩及び閉会は、教育長がこれを宣告する。 

（議案及び動議の提出） （議案及び動議の提出） 

第８条 委員は、議案及び動議を提出することができる。 第６条 委員は、議案及び動議を提出することができる。 

２ 議案及び動議が提出されたときは、委員長は、会議に諮ってこ

れを議題としなければならない。 

２ 議案及び動議が提出されたときは、教育長は、会議に諮ってこ

れを議題としなければならない。 

（事件の趣旨説明） （事件の趣旨説明） 

第９条 会議に付された事件については、その発議者又は提出者が

その趣旨を説明しなければならない。 

第７条 会議に付された事件については、その発議者又は提出者が

その趣旨を説明しなければならない。 

（委員の発言） （委員の発言） 

第１０条 委員は、前条の説明が終わった後において、当該会議に

付された事件について質疑し、又は意見を述べることができる。こ

の場合においては、あらかじめ委員長の許可を受けなければならな

い。 

第８条 委員は、前条の説明が終わった後において、当該会議に付

された事件について質疑し、又は意見を述べることができる。この

場合においては、あらかじめ教育長の許可を受けなければならな

い。 

２ 委員が発言を求めたときは、その要求の順序に従って委員長が

これを許可する。 

２ 委員が発言を求めたときは、その要求の順序に従って教育長が

これを許可する。 

（採決） （採決） 

第１１条 会議に付された事件（法第１３条第６項ただし書の発議

に係るものを除く。）のうち、採決を要するものについては、討論

が終局した後、委員長が問題を宣告して採決しなければならない。 

第９条 会議に付された事件（法第１４条第７項ただし書の発議に

係るものを除く。）のうち、採決を要するものについては、討論が

終局した後、教育長が問題を宣告して採決しなければならない。 

第１２条 採決は、委員長が委員に対し、問題について異議の有無

を諮る方法によって行う。 

第１０条 採決は、教育長が委員に対し、問題について異議の有無

を諮る方法によって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員長は、必要と認めたときは、委

員に対し１人ずつ賛否の意見を求める方法又は記名若しくは無記

名投票の方法によって採決することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育長は、必要と認めたときは、委

員に対し１人ずつ賛否の意見を求める方法又は記名若しくは無記

名投票の方法によって採決することができる。 



 

 

第１３条 修正の動議は、原案に先立って可否を決定する。 第１１条 修正の動議は、原案に先立って可否を決定する。 

２ 修正の動議が数個あるときは、原案に最も遠いものから順次採

決する。 

２ 修正の動議が数個あるときは、原案に最も遠いものから順次採

決する。 

３ すべての修正の動議が可決されたときは、原案について採決す

る。 

３ すべての修正の動議が可決されたときは、原案について採決す

る。 

（会議の傍聴） （会議の傍聴） 

第１４条 会議は、委員長の許可を得て傍聴することができる。た

だし、法第１３条第６項ただし書の規定に基づき会議を公開しない

こととしたときは、この限りでない。 

第１２条 会議は、教育長の許可を得て傍聴することができる。た

だし、法第１４条第７項ただし書の規定に基づき会議を公開しない

こととしたときは、この限りでない。 

２ 傍聴の手続、傍聴人の守るべき事項その他傍聴に関して必要な

事項は、別に定める。 

２ 傍聴の手続、傍聴人の守るべき事項その他傍聴に関して必要な

事項は、別に定める。 

（事務局職員の出席） （事務局職員の出席） 

第１５条 教育長は、委員長の承認を得て、事務局職員を出席させ

ることができる。 

第１３条 教育長は、事務局職員を出席させることができる。 

（会議録） （会議録） 

第１６条 会議の次第は、会議録に記載するものとする。ただし、

必要に応じて記載を省略することができる。 

第１４条 会議の次第は、会議録に記載するものとする。 

２ 会議録には、会議で決めた委員１人が署名しなければならな

い。 

２ 会議録には、会議で決めた委員１人が署名しなければならな

い。 

第１７条 会議録には、おおむね次の各号に掲げる事項を記載する

ものとする。 

第１５条 会議録には、おおむね次の各号に掲げる事項を記載する

ものとする。 

（１） 開会、閉会等に関する事項 （１） 開会、閉会等に関する事項 

（２） 出席委員の氏名 （２） 出席委員の氏名 

（３） 委員及び傍聴人を除くほか、会議に出席した者の職氏名 （３） 委員及び傍聴人を除くほか、会議に出席した者の職氏名 

（４） 教育長等の報告の要旨 （４） 教育長等の報告の要旨 

（５） 議題及び議事の大要 （５） 議題及び議事の大要 



 

 

（６） 議題となった議案及び動議を提出した委員の氏名 （６） 議題となった議案及び動議を提出した委員の氏名 

（７） 議決事項 （７） 議決事項 

（８） 選挙のてんまつ及び当選者の氏名、委員長の職務を行った

者の氏名 

（８） 教育長の職務を行った者の氏名 

（９） その他会議又は委員長において必要と認めた事項 （９） その他会議又は教育長において必要と認めた事項 

２ 会議録は、委員長が事務局職員のうちから教育長の推薦する者

を指名して、これを作成するものとする。 

２ 会議録は、教育長が事務局職員のうちから指名し、これを作成

するものとする。 

【 追 加 】 ３ 会議録は、公表する。 

第５章 補則 第４章 補則 

（委任） （委任） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が

会議に諮って決める。 

第１６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が

会議に諮って決める。 

 



 

 

◇上尾市教育委員会公印規則（昭和６２年上尾市教育委員会規則第６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係） 

２ 職印 ２ 職印 

 

【 削除 】 

 

公印の名称 ひな形 寸法 

（ミリメートル） 

個数 使用区分 管理者 

埼玉県上尾市教

育委員会委員長

印 
 

方 ２１ １ 委員長名をも

って発する文

書 

教育総務課長 

埼玉県上尾市教

育委員会委員長

職務代理者印 
 

方 ２１ １ 委員長職務代

理者名をもっ

て発する文書 

教育総務課長 

 



 

 

◇上尾市教育委員会事務局組織規則（平成５年上尾市教育委員会規則第３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第１８条第２項及び地方教育行政の

組織及び運営に関する法律施行令（昭和３１年政令第２２１号）第

６条の規定に基づき、上尾市教育委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）の組織、事務分掌、職の設置等について必要な事項を定め

るものとする。 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第１７条第２項及び地方教育行政の

組織及び運営に関する法律施行令（昭和３１年政令第２２１号）第

６条の規定に基づき、上尾市教育委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）の組織、事務分掌、職の設置等について必要な事項を定め

るものとする。 

 



 

 

◇上尾市教育委員会傍聴人規則（平成１３年上尾市教育委員会規則第９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、上尾市教育委員会会議規則（昭和６０年上尾

市教育委員会規則第２号）第１４条第２項の規定に基づき、上尾市

教育委員会の会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し必要な事

項を定めるものとする。 

第１条 この規則は、上尾市教育委員会会議規則（昭和６０年上尾

市教育委員会規則第２号）第１５条第２項の規定に基づき、上尾市

教育委員会の会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（傍聴の手続） （傍聴の手続） 

第２条 会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）は、

開会までに傍聴受付簿に住所、氏名及び年齢を記入しなければなら

ない。 

第２条 会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）は、

開会までに傍聴受付簿に住所、氏名及び年齢を記入しなければなら

ない。 

２ 傍聴の許可は、先着順に行うものとする。 ２ 傍聴の許可は、先着順に行うものとする。 

３ 傍聴人の人数は、傍聴席の状況により、委員長が定める。 ３ 傍聴人の人数は、傍聴席の状況により、教育長が定める。 

（入場の禁止） （入場の禁止） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、入場することができ

ない。 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、入場することができ

ない。 

（１） 凶器その他危険な物品を持っている者 （１） 凶器その他危険な物品を持っている者 

（２） 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼりの類を持

っている者 

（２） 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼりの類を持

っている者 

（３） 笛、ラッパ、太鼓、その他音の発する器具類を持っている

者 

（３） 笛、ラッパ、太鼓、その他音の発する器具類を持っている

者 

（４） 酒気を帯びていると認められる者 （４） 酒気を帯びていると認められる者 

（５） 異様な服装をしている者 （５） 異様な服装をしている者 

（６） 前各号に定めるもののほか、委員長が傍聴を不適当と認め

る者 

（６） 前各号に定めるもののほか、教育長が傍聴を不適当と認め

る者 



 

 

（傍聴人の守るべき事項） （傍聴人の守るべき事項） 

第４条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければ

ならない。 

第４条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければ

ならない。 

（１） 会議中の言論に対して批評を加え、又は可否を表明しない

こと。 

（１） 会議中の言論に対して批評を加え、又は可否を表明しない

こと。 

（２） 談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎたてないこと。 （２） 談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎたてないこと。 

（３） はち巻、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 （３） はち巻、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 

（４） 帽子、外とう、えり巻の類を着用しないこと。ただし、病

気その他の理由により委員長の許可を得たときは、この限りでな

い。 

（４） 帽子、外とう、えり巻の類を着用しないこと。ただし、病

気その他の理由により教育長の許可を得たときは、この限りでな

い。 

（５） 飲食又は喫煙をしないこと。 （５） 飲食又は喫煙をしないこと。 

（６） 携帯電話等の通信機器を使用しないこと。 （６） 携帯電話等の通信機器を使用しないこと。 

（７） みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 （７） みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 

（８） 写真、ビデオ等を撮影し、又は録音等をしないこと。ただ

し、委員長の許可を得たときは、この限りでない。 

（８） 写真、ビデオ等を撮影し、又は録音等をしないこと。ただ

し、教育長の許可を得たときは、この限りでない。 

（９） 前各号に定めるもののほか、会議の秩序を乱し、又は議事

の妨害となるような行為をしないこと。 

（９） 前各号に定めるもののほか、会議の秩序を乱し、又は議事

の妨害となるような行為をしないこと。 

（傍聴人の退場） （傍聴人の退場） 

第５条 傍聴人は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和３１年法律第１６２号）第１３条第６項ただし書の規定に基づき

会議を公開しないこととする議決があったときは、速やかに退場し

なければならない。 

第５条 傍聴人は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和３１年法律第１６２号）第１４条第７項ただし書の規定に基づき

会議を公開しないこととする議決があったときは、速やかに退場し

なければならない。 

（委員長の指示） （教育長の指示） 

第６条 この規則に定めるもののほか、傍聴人は、委員長の指示に

従わなければならない。 

第６条 この規則に定めるもののほか、傍聴人は、教育長の指示に

従わなければならない。 

（違反に対する措置） （違反に対する措置） 

第７条 委員長は、傍聴人がこの規則に違反したと認めるときは、 第７条 教育長は、傍聴人がこの規則に違反したと認めるときは、



 

 

注意を与え、なお従わないときは、その者に退場を命ずることがで

きる。 

注意を与え、なお従わないときは、その者に退場を命ずることがで

きる。 

（委任） （委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事

項は、委員長が定める。 

第８条 この規則に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事

項は、教育長が定める。 

 



 

 

◇上尾市教育委員会公告式規則（平成２０年上尾市教育委員会規則第１１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第１４条第２項の規定に基づき、教

育委員会規則その他上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

の定める規程で公表を要するものの公布に関し必要な事項を定め

るものとする。 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第１５条第２項の規定に基づき、教

育委員会規則その他上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

の定める規程で公表を要するものの公布に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（教育委員会規則の公布） （教育委員会規則の公布） 

第２条 教育委員会規則を公布しようとするときは、公布の旨の前

文、年月日及び教育委員会名を記入して、委員長が署名しなければ

ならない。 

第２条 教育委員会規則を公布しようとするときは、公布の旨の前

文、年月日及び教育委員会名を記入して、教育長が署名しなければ

ならない。 

２ 教育委員会規則の公布は、上尾市公告式条例（昭和３０年上尾

市条例第１号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示してこれを行

う。 

２ 教育委員会規則の公布は、上尾市公告式条例（昭和３０年上尾

市条例第１号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示してこれを行

う。 

（訓令の公布） （訓令の公布） 

第３条 教育委員会の定める訓令を公布しようとするときは、公布

の旨の前文、年月日並びに教育委員会名及び委員長名を記入して、

委員長印を押さなければならない。 

第３条 教育委員会の定める訓令を公布しようとするときは、公布

の旨の前文、年月日並びに教育委員会名及び教育長名を記入して、

教育長印を押さなければならない。 

 



 

 

◇上尾市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則（平成２２年上尾市教育委員会規則第４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号。第４条第１項において「法」という。）

第２６条第１項の規定に基づき、上尾市教育委員会（以下「教育委

員会」という。）の権限に属する事務の一部を上尾市教育委員会教

育長（以下「教育長」という。）に委任すること等に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号。第４条第１項において「法」という。）

第２５条第１項の規定に基づき、上尾市教育委員会（以下「教育委

員会」という。）の権限に属する事務の一部を上尾市教育委員会教

育長（以下「教育長」という。）に委任すること等に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（臨時代理） （臨時代理） 

第４条 法第１３条第２項ただし書の場合においてなお教育委員

会の会議を開くことができないとき又は教育委員会の会議の議決

により決裁しなければならない事項について、特に緊急を要するた

め会議を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認める

ときは、教育長は、当該決裁すべき事項について臨時に代理するこ

とができる。 

第４条 法第１４条第３項ただし書の場合においてなお教育委員

会の会議を開くことができないとき又は教育委員会の会議の議決

により決裁しなければならない事項について、特に緊急を要するた

め会議を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認める

ときは、教育長は、当該決裁すべき事項について臨時に代理するこ

とができる。 

２ 前項の規定による処置については、教育長は、次の会議におい

て、これを教育委員会に報告し、その承認を求めなければならない。 

２ 前項の規定による処置については、教育長は、次の会議におい

て、これを教育委員会に報告し、その承認を求めなければならない。 

（補則） （補則） 

第５条 第２条の規定により教育長の委任を受けた事項及び第３

条第１項の規定により教育長等の専決処理することができる事項

のうち重要又は異例に属するものと認められるものについては、第

２条及び第３条第１項の規定にかかわらず、教育委員会の会議の議

決により決裁しなければならない。 

第５条 第２条の規定により教育長の委任を受けた事項及び第３

条第１項の規定により教育長等の専決処理することができる事項

のうち重要又は異例に属するものと認められるものについては、第

２条及び第３条第１項の規定にかかわらず、教育長は、教育委員会

の会議にこれを報告し、その承認を得なければならない。 

 



 

 

◇上尾市立小・中学校使用教科用図書の採択に関する規則（平成２６年上尾市教育委員会規則第８号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第２３条第６号及び義務教育諸学校

の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和３８年法律第１８２

号）に基づき、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が、上尾市立小学校及び中学校（以下「市立学校」という。）にお

いて使用する教科用図書（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第３４条第１項（同法第４９条において準用する場合を含む。）に

規定する教科用図書をいう。以下同じ。）の採択を行うために必要

な事項を定めるものとする。 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第２１条第６号及び義務教育諸学校

の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和３８年法律第１８２

号）に基づき、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が、上尾市立小学校及び中学校（以下「市立学校」という。）にお

いて使用する教科用図書（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第３４条第１項（同法第４９条において準用する場合を含む。）に

規定する教科用図書をいう。以下同じ。）の採択を行うために必要

な事項を定めるものとする。 

 



 

 

◇上尾市教育委員会教育長職務代理者指定規則（平成５年上尾市教育委員会規則第４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○上尾市教育委員会教育長職務代理者指定規則 

【 廃 止 】 

平成５年３月３１日 

教委規則第４号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６

２号）第２０条第２項の規定による教育長の職務を代理する者は、

部長として、その順序は、次のとおりとする。 

第１順位 教育総務部長 

第２順位 学校教育部長 

附 則 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

 



 

 

議案第１５号資料 
◇上尾市教育相談員、学校適応指導教室指導員等設置規則（平成１３年上尾市教育委員会規則第４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（定数） （定数） 

第３条 教育相談員の定数は、４人以内とする。 第３条 教育相談員の定数は、５人以内とする。 

２ 学校適応指導教室指導員の定数は、３人以内とする。 ２ 学校適応指導教室指導員の定数は、３人以内とする。 

３ 教育心理専門員の定数は、３人以内とする。 ３ 教育心理専門員の定数は、３人以内とする。 

 



 

 

議案第１６号資料 
◇上尾市社会教育委員会議運営規則（平成２６年上尾市教育委員会規則第１５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○上尾市社会教育委員会議運営規則 ○上尾市社会教育委員会議運営規則 

（会議） （会議） 

第３条 会議は、上尾市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

が招集する。 

第３条 会議は、議長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことがで

きない。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことがで

きない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） （庶務） 

第４条 会議の庶務は、教育総務部生涯学習課において処理する。 第４条 会議の庶務は、教育総務部生涯学習課において処理する。 

（委任） （委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事

項は、教育長が定める。 

第５条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事

項は、議長が会議に諮って定める。 

  



 

 

議案第１７号資料 

◆上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則 

 

１ 趣旨 

  平成２７年４月１日より施行される子ども・子育て支援新制度の施行のため、子ども・子

育て支援法（平成２４年法律第６５号）等の規定に基づき、所要の規定を整備する。 

 

２ 利用者負担額の規定（第３条、別表） 

階層 支給認定保護者の区分 利用者負担額 

Ａ 

(1) 特定教育・保育 

ア 生活保護法による被保護者 

イ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律による支援給付を受けている世帯 

(2) 特別利用教育 

  ア・イに規定する支給認定保護者及び里親である支給

認定保護者 

０円 

Ｂ 

(1) 特定教育・保育 

 ア 市町村民税の所得割非課税である支給認定保護者 

 イ 養育里親等である支給認定保護者 

(2) 特別利用教育 

  市町村民税の所得割非課税である支給認定保護者 

３，０００円 

Ｃ Ａ階層及びＢ階層に該当する者以外の支給認定保護者 ７，５００円 

※ 税額控除（調整控除を除く。）は、利用者負担額の算定には適用しない。 

  ※ 市町村民税の減免があったときは、減免されて得た額を算定に使用する。 

※ 市町村民税所得割額の算定の切り替え時期は、毎年９月とする。 

※ ひとり親世帯等については、支給認定保護者がＢ階層の場合、利用者負担額を「３，

０００円」から「０円」に軽減する。 

※ 多子世帯（小学校第３学年までの範囲内に幼稚園・保育所等に通う子どもが２人以上

いる世帯）については、最年長の子どもを第１子、その下の子を第２子とし、第２子

は利用者負担額を「半額」とし、第３子以降は「０円」とする。 

  

３ 日割計算の算定基礎（第３条第２項）  

特定教育・保育、特別利用教育……２０日 

 

４ 減免申請（第４条、第１号様式、第２号様式、第３号様式） 

 

 



 

 

議案第１８号資料 
◇上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程（平成２０年上尾市教育委員会訓令第１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（所属長） （所属長） 

第３条 市教育委員会事務局に勤務する次の表の左欄に掲げる

職員について、その所属長とは、それぞれ同表の右欄に掲げる

職にある者とする。 

第３条 市教育委員会事務局に勤務する次の表の左欄に掲げる

職員について、その所属長とは、それぞれ同表の右欄に掲げる

職にある者とする。 

  

２ 市立教育機関に勤務する次の表の左欄に掲げる職員につい

て、その所属長とは、それぞれ同表の右欄に掲げる職にある者

とする。 

２ 市立教育機関に勤務する次の表の左欄に掲げる職員につい

て、その所属長とは、それぞれ同表の右欄に掲げる職にある者

とする。 

１ 図書館長 教育総務部長 

２ 図書館次長 図書館長 

３ 主席主幹以下の職にある図書館の職員 図書館次長 

４ 公民館長 教育センター所長 中学校給

食共同調理場所長 

当該教育機関が所属する課の長 

５ 主席主幹以下の職にある公民館、教育セン

ター又は中学校給食共同調理場の職員 

所属する当該教育機関の長 

６ 平方幼稚園長 教育長 

７ 平方幼稚園の職員（園長及び用務員を除

く。） 

平方幼稚園長 

８ 小学校又は中学校の職員（用務員を除く。） 所属する小学校又は中学校の長 
 

１ 図書館長 教育総務部長 

２ 図書館次長 図書館長 

３ 主席主幹以下の職にある図書館の職員 図書館次長 

４ 教育センター所長 中学校給食共同調理場

所長 公民館の職員 

当該教育機関が所属する課の長 

５ 主席主幹以下の職にある教育センター又は

中学校給食共同調理場の職員 

所属する当該教育機関の長 

６ 平方幼稚園長 教育長 

７ 平方幼稚園の職員（園長及び用務員を除

く。） 

平方幼稚園長 

８ 小学校又は中学校の職員（用務員を除く。） 所属する小学校又は中学校の長 
 



 

 

議案第１９号資料 
◇上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程（平成２２年上尾市教育委員会訓令第１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（専決の制限） （専決の制限） 

第３条 教育長は、教育長、部長、次長、課長、図書館長及び図書

館次長並びに公民館長、教育センター所長、中学校給食共同調理場

所長、平方幼稚園長並びに市立の小学校長及び中学校長（第５条に

おいて「教育長等」という。）の専決することができる事項であっ

ても、次の各号のいずれかに該当するときは、教育委員会の会議に

付議しなければならない。 

第３条 教育長は、教育長、部長、次長、課長並びに図書館長及び

図書館次長、教育センター所長、中学校給食共同調理場所長、平方

幼稚園長並びに市立の小学校長及び中学校長（第５条において「教

育長等」という。）の専決することができる事項であっても、次の

各号のいずれかに該当するときは、教育委員会の会議に付議しなけ

ればならない。 

（１） 事案の内容が特に重要であると認められるとき。 （１） 事案の内容が特に重要であると認められるとき。 

（２） 事案の内容が異例であり、又は重要な先例になると認めら

れるとき。 

（２） 事案の内容が異例であり、又は重要な先例になると認めら

れるとき。 

（３） 事案について疑義があり、又は現に紛議を生じ、若しくは

生ずるおそれがあると認められるとき。 

（３） 事案について疑義があり、又は現に紛議を生じ、若しくは

生ずるおそれがあると認められるとき。 

２ 部長、次長、課長、図書館長及び図書館次長並びに公民館長、

教育センター所長、中学校給食共同調理場所長、平方幼稚園長並び

に市立の小学校長及び中学校長は、自己の専決することができる事

項であっても、事案について特に上司が了知しておく必要があると

認められるときは、上司の決裁を受けなければならない。 

２ 部長、次長、課長並びに図書館長及び図書館次長、教育センタ

ー所長、中学校給食共同調理場所長、平方幼稚園長並びに市立の小

学校長及び中学校長は、自己の専決することができる事項であって

も、事案について特に上司が了知しておく必要があると認められる

ときは、上司の決裁を受けなければならない。 

（代決） （代決） 

第６条 専決することができる事項に係る事案について、専決する

ことができる者が不在のときは、次の表の左欄に掲げる者に代わっ

て、同表右欄の各号に掲げる者が、当該各号に掲げる順序に従い、

これを代決することができる。 

第６条 専決することができる事項に係る事案について、専決する

ことができる者が不在のときは、次の表の左欄に掲げる者に代わっ

て、同表右欄の各号に掲げる者が、当該各号に掲げる順序に従い、

これを代決することができる。 



 

 

  

（公民館長等の専決事項） （教育センター所長等の専決事項） 

第１４条 公民館長、教育センター所長、中学校給食共同調理場所

長、平方幼稚園長並びに市立の小学校長及び中学校長の専決するこ

とができる事項は、別表第４に掲げるとおりとする。 

第１４条 教育センター所長、中学校給食共同調理場所長、平方幼

稚園長並びに市立の小学校長及び中学校長の専決することができ

る事項は、別表第４に掲げるとおりとする。 

別表第２（第１０条―第１２条関係） 別表第２（第１０条―第１２条関係） 

教育総務部教育総務課 教育総務部教育総務課 
事項 事務 教 育

委 員

会 決

裁 

教 育

長 専

決 

部長

専決 

課長

専決 

【 追加 】 

１ 市長との協

議に関する

事項 

地方自治法第１８０条の４第２項の規定により教

育委員会若しくは教育委員会の管理に属する事務

を掌る機関（以下この項において「事務局等」と

いう。）の組織、事務局等に属する職員の定数又

はこれらの職員の身分取扱で教育委員会の権限に

属する事項のうち地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号）で定めるものについて、教育委員

会規則その他教育委員会の定める規程を制定し、

  ○     

事項 事務 教 育

委 員

会 決

裁 

教 育

長 専

決 

部長

専決 

課長

専決 

１ 市長の権限

に属する事

務のうち教

育委員会が

委任を受け

た事務に関

する事項 

上尾市立幼稚園の利用者負担額を徴収し、減額若

しくは免除し、又は徴収の猶予をすること。 

   ○ 

２ 市長との協

議に関する

事項 

地方自治法第１８０条の４第２項の規定により教

育委員会若しくは教育委員会の管理に属する事務

を掌る機関（以下この項において「事務局等」と

いう。）の組織、事務局等に属する職員の定数又

はこれらの職員の身分取扱で教育委員会の権限に

属する事項のうち地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号）で定めるものについて、教育委員

会規則その他教育委員会の定める規程を制定し、

  ○     

教育長 １ 主務部長 

２ 主務次長（図書館が所掌する事務に係る事案については、図書館長） 

部長 １ 次長（図書館が所掌する事務に係る事案については、図書館長） 

２ 主務課長（図書館が所掌する事務に係る事案については、図書館次長） 

次長 主務課長 

図書館長 １ 図書館次長 

２ 主席主幹 

３ 主幹 

課長又は図書館次長 １ 主席主幹 

２ 主幹 

３ 当該事項を所掌するグループのリーダー 

公民館長、教育センター所長又

は中学校給食共同調理場所長 

１ 主席主幹 

２ 主幹 

３ リーダー 

 

教育長 １ 主務部長 

２ 主務次長（図書館が所掌する事務に係る事案については、図書館長） 

部長 １ 次長（図書館が所掌する事務に係る事案については、図書館長） 

２ 主務課長（図書館が所掌する事務に係る事案については、図書館次長） 

次長 主務課長 

図書館長 １ 図書館次長 

２ 主席主幹 

３ 主幹 

課長又は図書館次長 １ 主席主幹 

２ 主幹 

３ 当該事項を所掌するグループのリーダー 

教育センター所長又は中学校

給食共同調理場所長 

１ 主席主幹 

２ 主幹 

３ リーダー 

 



 

 

又は改廃しようとする場合において、あらかじめ

市長に協議すること。 

２ 教育財産の

管理に関す

る事項 

学校の用に供する教育財産の目的外使用（学校開

放事業によるものを除く。）を許可し、又は当該

許可を取り消すこと。 

    重 要

な も

の 

軽 易

な も

の 

３ 教育委員会

及び学校そ

の他の教育

機関の職員

の任免その

他の人事に

関する事項 

（１） 教育長の任命又は罷免に関すること。 ○       

（２） 職員（地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第３７条第１項に規定する県費負担教職

員（以下「県費負担教職員」という。）を除く。

以下この項において同じ。）の採用試験を実施す

ること。 

  ○     

（３） 職員の採用、昇任、降任又は転任をする

こと。 

        

ア 部長、参与、参事、図書館長、次長、主席副

参事、副参事、課長、主席主幹、図書館次長、教

育センター所長、中学校給食共同調理場所長、主

幹及び公民館長 

○       

イ 副主幹以下の職にある者並びに市立の幼稚園

に勤務する職員（園長を除く。）並びに市立の小

学校及び中学校に勤務する職員（以下この項にお

いて、これらの職員を「市費学校職員」という。） 

  ○     

（４） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の規定により職員の降任、免職又は

休職の処分をすること。 

        

ア 降任又は免職の処分 ○       

イ 休職の処分 主 席

主 幹

以 上

の 職

に あ

る者 

主 幹

以 下

の 職

に あ

る者 

    

（５） 地方公務員法第２９条第１項の規定によ

り職員の戒告、減給、停職又は免職の処分をする

こと。 

○       

（６） 職務に専念する義務の特例に関する条例

（昭和３０年上尾市条例第１６号）第２条の規定

により職員の職務に専念する義務を免除するこ

と。 

      ○ 

（７） 地方公務員法第５８条の２の規定により

市長に対し、人事行政の運営の状況を報告するこ

と。 

  ○     

（８） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）により職員の育児休業及

びその期間の延長、育児短時間勤務及びその期間

の延長並びに部分休業を承認し、又は当該承認を

取り消すこと。 

        

ア 教育長 ○       

又は改廃しようとする場合において、あらかじめ

市長に協議すること。 

３ 教育財産の

管理に関す

る事項 

学校の用に供する教育財産の目的外使用（学校開

放事業によるものを除く。）を許可し、又は当該

許可を取り消すこと。 

    重 要

な も

の 

軽 易

な も

の 

４ 教育委員会

及び学校そ

の他の教育

機関の職員

の任免その

他の人事に

関する事項 

【 削除 】 

（１） 職員（地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第３７条第１項に規定する県費負担教職

員（以下「県費負担教職員」という。）を除く。

以下この項において同じ。）の採用試験を実施す

ること。 

  ○     

（２） 職員の採用、昇任、降任又は転任をする

こと。 

        

ア 部長、参与、参事、図書館長、次長、主席副

参事、副参事、課長、主席主幹、図書館次長、教

育センター所長、中学校給食共同調理場所長及び

主幹 

○       

イ 公民館長及び副主幹以下の職にある者並びに

市立の幼稚園に勤務する職員（園長を除く。）並

びに市立の小学校及び中学校に勤務する職員（以

下この項において、これらの職員を「市費学校職

員」という。） 

  ○     

（３） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の規定により職員の降任、免職又は

休職の処分をすること。 

        

ア 降任又は免職の処分 ○       

イ 休職の処分 主 席

主 幹

以 上

の 職

に あ

る者 

主 幹

以 下

の 職

に あ

る者 

    

（４） 地方公務員法第２９条第１項の規定によ

り職員の戒告、減給、停職又は免職の処分をする

こと。 

○       

（５） 職務に専念する義務の特例に関する条例

（昭和３０年上尾市条例第１６号）第２条の規定

により職員の職務に専念する義務を免除するこ

と。 

      ○ 

（６） 地方公務員法第５８条の２の規定により

市長に対し、人事行政の運営の状況を報告するこ

と。 

  ○     

（７） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）により職員の育児休業及

びその期間の延長、育児短時間勤務及びその期間

の延長並びに部分休業を承認し、又は当該承認を

取り消すこと。 

        

ア 教育長 ○       



 

 

イ 教育総務部長   ○     

ウ 学校教育部長、参与、参事、図書館長、次長、

主席副参事、副参事、課長、主席主幹、図書館次

長、教育センター所長、中学校給食共同調理場所

長、主幹及び公民館長 

    ○   

エ 副主幹以下の職にある者及び市費学校職員       ○ 

（９） 職員の病気休暇を承認すること。         

ア 教育長 ○       

イ 教育総務部長   ○     

ウ 学校教育部長   ５ 日

を 超

え る

もの 

５ 日

以内 

  

エ 教育総務課長   ３ ０

日 を

超 え

る も

の 

３ ０

日 以

内 

  

オ 参与、参事、図書館長、次長、主席副参事、

副参事、課長、主席主幹、図書館次長、教育セン

ター所長、中学校給食共同調理場所長、主幹及び

公民館長 

  ３ ０

日 を

超 え

る も

の 

５ 日

を 超

え、か

つ ３

０ 日

以内 

５ 日

以内 

カ 副主幹以下の職にある者及び市費学校職員     ３ ０

日 を

超 え

る も

の 

３ ０

日 以

内 

（１０） 勤務時間条例第１４条第２項第１９号

に規定する職員の特別休暇及び介護休暇を承認す

ること。 

        

ア 教育長 ○       

イ 教育総務部長   ○     

ウ 学校教育部長、参与、参事、図書館長、次長、

主席副参事、副参事、課長、主席主幹、図書館次

長、教育センター所長、中学校給食共同調理場所

長、主幹及び公民館長 

    ○   

エ 副主幹以下の職にある者及び市費学校職員       ○ 

（１１） 職員の組合休暇を承認すること。       ○ 

（１２） 職員に対し研修に関する旅行命令を発

すること。 

        

ア 部長   ○     

イ 参与、参事、図書館長、次長、主席副参事、

副参事、課長、主席主幹、図書館次長、教育セン

ター所長、中学校給食共同調理場所長、主幹及び

    ○   

イ 教育総務部長   ○     

ウ 学校教育部長、参与、参事、図書館長、次長、

主席副参事、副参事、課長、主席主幹、図書館次

長、教育センター所長、中学校給食共同調理場所

長及び主幹 

    ○   

エ 公民館長及び副主幹以下の職にある者並びに

市費学校職員 

      ○ 

（８） 職員の病気休暇を承認すること。         

ア 教育長 ○       

イ 教育総務部長   ○     

ウ 学校教育部長   ５ 日

を 超

え る

もの 

５ 日

以内 

  

エ 教育総務課長   ３ ０

日 を

超 え

る も

の 

３ ０

日 以

内 

  

オ 参与、参事、図書館長、次長、主席副参事、

副参事、課長、主席主幹、図書館次長、教育セン

ター所長、中学校給食共同調理場所長及び主幹 

  ３ ０

日 を

超 え

る も

の 

５ 日

を 超

え、か

つ ３

０ 日

以内 

５ 日

以内 

カ 公民館長及び副主幹以下の職にある者並びに

市費学校職員 

    ３ ０

日 を

超 え

る も

の 

３ ０

日 以

内 

（９） 勤務時間条例第１４条第２項第１９号に

規定する職員の特別休暇及び介護休暇を承認する

こと。 

        

ア 教育長 ○       

イ 教育総務部長   ○     

ウ 学校教育部長、参与、参事、図書館長、次長、

主席副参事、副参事、課長、主席主幹、図書館次

長、教育センター所長、中学校給食共同調理場所

長及び主幹 

    ○   

エ 公民館長及び副主幹以下の職にある者並びに

市費学校職員 

      ○ 

（１０） 職員の組合休暇を承認すること。       ○ 

（１１） 職員に対し研修に関する旅行命令を発

すること。 

        

ア 部長   ○     

イ 参与、参事、図書館長、次長、主席副参事、

副参事、課長、主席主幹、図書館次長、教育セン

ター所長、中学校給食共同調理場所長及び主幹 

    ○   



 

 

公民館長 

ウ 副主幹以下の職にある者及び市費学校職員       ○ 

４ 教育委員会

の権限に属

する事務の

管理及び執

行の状況に

係る点検及

び評価に関

する事項 

（１） 教育委員会の権限に属する事務の管理及

び執行の状況に係る点検及び評価をすること。 

○       

（２） 前号の点検及び評価の結果に関する報告

書を作成し、これを市議会に提出すること。 

○       

５ 入学準備金

及び奨学金

に関する事

項 

（１） 入学準備金又は奨学金の貸付を決定し、

又は当該決定を取り消し、若しくは停止すること。 

    ○   

（２） 入学準備金及び奨学金の返還を管理する

こと。 

      ○ 

 

ウ 公民館長及び副主幹以下の職にある者並びに

市費学校職員 

      ○ 

５ 教育委員会

の権限に属

する事務の

管理及び執

行の状況に

係る点検及

び評価に関

する事項 

（１） 教育委員会の権限に属する事務の管理及

び執行の状況に係る点検及び評価をすること。 

○       

（２） 前号の点検及び評価の結果に関する報告

書を作成し、これを市議会に提出すること。 

○       

６ 入学準備金

及び奨学金

に関する事

項 

（１） 入学準備金又は奨学金の貸付を決定し、

又は当該決定を取り消し、若しくは停止すること。 

    ○   

（２） 入学準備金及び奨学金の返還を管理する

こと。 

      ○ 

 

教育総務部生涯学習課 教育総務部生涯学習課 
事項 事務 教 育

委 員

会 決

裁 

教 育

長 専

決 

部長

専決 

課長

専決 

１ 市長の権限

に属する事

務のうち教

育委員会が

委任を受け

た事務に関

する事項 

上尾市ギャラリーの使用料を徴収し、減免し、又

は還付すること。 

 

 

 

 

 

      ○ 

２ 教育財産の

管理に関す

る事項 

（１） 上尾市ギャラリーの利用を許可し、又は

当該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利

用を停止し、若しくは当該許可を取り消すこと。 

      ○ 

（２） 上尾市ギャラリーの用に供する教育財産

の目的外使用を許可し、又は当該許可を取り消す

こと。 

    重 要

な も

の 

軽 易

な も

の 

（３） 上尾市立人権教育集会所の使用を許可

し、又は当該許可を取り消すこと。 

      ○ 

（４） 上尾市立人権教育集会所の用に供する教

育財産の目的外使用を許可し、又は当該許可を取

り消すこと。 

    重 要

な も

の 

軽 易

な も

の 

（５） 学校開放事業による学校施設の利用（特

別教室の利用に限る。）に係る利用団体を登録し、

又は当該施設の利用を許可し、若しくは当該許可

に係る事項の変更を許可すること。 

      ○ 

【 追加 】 

事項 事務 教 育

委 員

会 決

裁 

教 育

長 専

決 

部長

専決 

課長

専決 

１ 市長の権限

に属する事

務のうち教

育委員会が

委任を受け

た事務に関

する事項 

（１） 上尾市立公民館の使用料を徴収し、減

免し、又は還付すること。 

      ○ 

（２） 上尾市ギャラリーの使用料を徴収し、

減免し、又は還付すること。 

   ○ 

２ 教育財産の

管理に関す

る事項 

（１） 上尾市ギャラリーの利用を許可し、又は

当該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利

用を停止し、若しくは当該許可を取り消すこと。 

      ○ 

（２） 上尾市ギャラリーの用に供する教育財産

の目的外使用を許可し、又は当該許可を取り消す

こと。 

    重 要

な も

の 

軽 易

な も

の 

（３） 上尾市立人権教育集会所の使用を許可

し、又は当該許可を取り消すこと。 

      ○ 

（４） 上尾市立人権教育集会所の用に供する教

育財産の目的外使用を許可し、又は当該許可を取

り消すこと。 

    重 要

な も

の 

軽 易

な も

の 

（５） 学校開放事業による学校施設の利用（特

別教室の利用に限る。）に係る利用団体を登録し、

又は当該施設の利用を許可し、若しくは当該許可

に係る事項の変更を許可すること。 

      ○ 

（６） 上尾市立公民館の利用を許可し、又は当

該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利用

を停止し、若しくは当該許可を取り消すこと。 

   ○ 

（７） 上尾市立公民館の用に供する教育財産の

目的外使用を許可し、又は当該許可を取り消すこ

と。 

   ○ 



 

 

 

３ 教育委員会

及び学校そ

の他の教育

機関の職員

の任免その

他の人事に

関する事項 

（１） 公民館長の遅参、早退、年次休暇及び特

別休暇（勤務時間条例第１４条第２項第３号及び

第１９号に規定するものを除く。）を承認するこ

と。 

      ○ 

（２） 公民館長について、勤務時間条例第８条

の２第１項（同条第４項において準用する場合を

含む。）の規定による深夜勤務の制限を承認する

こと。 

      ○ 

（３） 公民館長に対し旅行命令（研修に関する

旅行命令を除く。）を発すること。 

      ○ 

（４） 公民館長について、勤務時間条例第５条

の規定による週休日の振替及び半日勤務時間の

割振変更をすること並びに勤務時間条例第８条

の３第１項の規定による時間外勤務代休時間の

指定及び勤務時間条例第１０条第１項の規定に

よる代休日の指定をすること。 

 

      ○ 

４ 家庭教育及

び社会教育

に関する事

項 

（１） 家庭教育及び社会教育に関する事業計画

を決定すること。 

  ○     

（２） 家庭教育及び社会教育に関する広報をす

ること。 

    ○   

５ 文化財の保

護に関する

事項 

（１） 市指定文化財について指定し、又は当該

指定を解除すること。 

○       

（２） 市登録文化財について登録し、又は当該

登録を解除すること。 

  ○     

（３） 埼玉県文化財保護条例（昭和３０年埼玉

県条例第４６号）第３５条第１項の規定による許

可をすること（次に掲げる現状変更等に係るもの

に限る。）。 

      ○ 

ア 小規模建築物（階数が２以下で、かつ、地階

を有しない木造又は鉄骨造の建築物であって、建

築面積（増築又は改築にあっては、増築又は改築

後の建築面積）が１２０平方メートル以下のもの

をいう。）で３月以内の期間を限って設置される

ものの新築、増築、改築又は除却 

        

イ 工作物（建築物を除く。以下このイにおいて

同じ。）の設置、改修若しくは除却（改修又は除

却にあっては、設置の日から５０年を経過してい

ない工作物に係るものに限る。）又は道路の舗装

若しくは修繕（それぞれ土地の掘削、盛土、切土

その他土地の形状の変更を伴わないものに限

る。） 

        

ウ 埼玉県文化財保護条例第３３条に規定する

埼玉県指定史跡名勝天然記念物の管理に必要な

施設の設置、改修又は除却 

        

エ 埋設されている電線、ガス管、水道管又は下        

（８） 上尾市立公民館集会室兼体育室を体育室

として個人に開放する日を決定すること。 

   ○ 

 

 

 

 

 

 

【 削除 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 家庭教育及

び社会教育

に関する事

項 

（１） 家庭教育及び社会教育に関する事業計画

を決定すること。 

  ○     

（２） 家庭教育及び社会教育に関する広報をす

ること。 

    ○   

４ 文化財の保

護に関する

事項 

（１） 市指定文化財について指定し、又は当該

指定を解除すること。 

○       

（２） 市登録文化財について登録し、又は当該

登録を解除すること。 

  ○     

（３） 埼玉県文化財保護条例（昭和３０年埼玉

県条例第４６号）第３５条第１項の規定による許

可をすること（次に掲げる現状変更等に係るもの

に限る。）。 

      ○ 

ア 小規模建築物（階数が２以下で、かつ、地階

を有しない木造又は鉄骨造の建築物であって、建

築面積（増築又は改築にあっては、増築又は改築

後の建築面積）が１２０平方メートル以下のもの

をいう。）で３月以内の期間を限って設置される

ものの新築、増築、改築又は除却 

        

イ 工作物（建築物を除く。以下このイにおいて

同じ。）の設置、改修若しくは除却（改修又は除

却にあっては、設置の日から５０年を経過してい

ない工作物に係るものに限る。）又は道路の舗装

若しくは修繕（それぞれ土地の掘削、盛土、切土

その他土地の形状の変更を伴わないものに限

る。） 

        

ウ 埼玉県文化財保護条例第３３条に規定する

埼玉県指定史跡名勝天然記念物の管理に必要な

施設の設置、改修又は除却 

        

エ 埋設されている電線、ガス管、水道管又は下        



 

 

水道管の改修 

オ 木竹の伐採（埼玉県指定名勝又は埼玉県指定

天然記念物の指定に係る木竹については、危険防

止のため必要な伐採に限る。） 

        

（４） 埼玉県文化財保護条例第３５条第３項に

おいて準用する同条例第１４条第３項の規定に

よる指示をすること（前号の許可に係るものに限

る。）。 

      ○ 

（５） 埼玉県文化財保護条例第３５条第３項に

おいて準用する同条例第１４条第４項の規定に

よる命令及び許可の取消しをすること（第３号の

許可に係るものに限る。）。 

      ○ 

 

水道管の改修 

オ 木竹の伐採（埼玉県指定名勝又は埼玉県指定

天然記念物の指定に係る木竹については、危険防

止のため必要な伐採に限る。） 

        

（４） 埼玉県文化財保護条例第３５条第３項に

おいて準用する同条例第１４条第３項の規定に

よる指示をすること（前号の許可に係るものに限

る。）。 

      ○ 

（５） 埼玉県文化財保護条例第３５条第３項に

おいて準用する同条例第１４条第４項の規定に

よる命令及び許可の取消しをすること（第３号の

許可に係るものに限る。）。 

      ○ 

 

別表第４（第１４条関係） 別表第４（第１４条関係） 
教育委員会の所管に属する教

育機関の長 

事務 

１ 公民館長、教育センター所

長、中学校給食共同調理場

所長、平方幼稚園長及び学

校長共通 

（１） 通知、督促、請求、申請、申込み、届出、照会、依

頼、回答、報告、意見の具申、進達等をすること。 

（２） 通知書、督促状、請求書、申請書、申告書、届出書、

照会書、依頼書、回答書、事前協議書その他これらに類する

書面を受理すること。 

（３） 保管文書の保存又は廃棄を決定すること。 

（４） 行政文書の公開決定等をすること。 

（５） 個人情報の開示決定等及び訂正決定等をすること。 

２ 公民館長、教育センター所

長、中学校給食共同調理場

所長及び平方幼稚園長共

通 

（１） 所属職員の事務の分担を決定すること。 

（２） 所属職員の遅参、早退、年次休暇及び特別休暇（勤

務時間条例第１４条第２項第３号及び第１９号に規定する

ものを除く。）を承認すること。 

（３） 所属職員の時間外勤務命令をすること。 

（４） 所属職員の勤務時間条例第８条の２第１項（同条第

４項において準用する場合を含む。）の規定による深夜勤務

の制限を承認すること。 

（５） 所属職員について、勤務時間条例第８条の２第２項

及び第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の

規定による時間外勤務の制限を承認すること。 

（６） 所属職員について、旅行命令（研修に関する旅行命

令を除く。）をすること。 

（７） 所属職員の勤務時間条例第５条の規定による週休日

の振替及び半日勤務時間の割振変更をすること並びに勤務

時間条例第８条の３第１項の規定による時間外勤務代休時

間の指定及び勤務時間条例第１０条第１項の規定による代

休日の指定をすること。 

３ 公民館長、教育センター所

長及び中学校給食共同調

理場所長共通 

（１） リーダー又はサブリーダーとなる職員を指名するこ

と。 

（２） 教育機関の長を補佐する職員を指名すること。 

 

４ 公民館長 （１） 上尾市立公民館の使用料を徴収し、減免し、又は

教育委員会の所管に属する教

育機関の長 

事務 

１ 教育センター所長、中学校

給食共同調理場所長、平方

幼稚園長及び学校長共通 

（１） 通知、督促、請求、申請、申込み、届出、照会、依

頼、回答、報告、意見の具申、進達等をすること。 

（２） 通知書、督促状、請求書、申請書、申告書、届出書、

照会書、依頼書、回答書、事前協議書その他これらに類する

書面を受理すること。 

（３） 保管文書の保存又は廃棄を決定すること。 

（４） 行政文書の公開決定等をすること。 

（５） 個人情報の開示決定等及び訂正決定等をすること。 

２ 教育センター所長、中学校

給食共同調理場所長及び

平方幼稚園長共通 

（１） 所属職員の事務の分担を決定すること。 

（２） 所属職員の遅参、早退、年次休暇及び特別休暇（勤

務時間条例第１４条第２項第３号及び第１９号に規定する

ものを除く。）を承認すること。 

（３） 所属職員の時間外勤務命令をすること。 

（４） 所属職員の勤務時間条例第８条の２第１項（同条第

４項において準用する場合を含む。）の規定による深夜勤務

の制限を承認すること。 

（５） 所属職員について、勤務時間条例第８条の２第２項

及び第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の

規定による時間外勤務の制限を承認すること。 

（６） 所属職員について、旅行命令（研修に関する旅行命

令を除く。）をすること。 

（７） 所属職員の勤務時間条例第５条の規定による週休日

の振替及び半日勤務時間の割振変更をすること並びに勤務

時間条例第８条の３第１項の規定による時間外勤務代休時

間の指定及び勤務時間条例第１０条第１項の規定による代

休日の指定をすること。 

３ 教育センター所長及び中

学校給食共同調理場所長

共通 

（１） リーダー又はサブリーダーとなる職員を指名するこ

と。 

（２） 教育機関の長を補佐する職員を指名すること。 

 



 

 

還付すること。 

（２） 集会室兼体育室を体育室として個人に開放する日

を決定すること。 

（３） 上尾市立公民館の利用を許可し、又は当該許可に

係る利用の条件を変更し、若しくは利用を停止し、若しく

は当該許可を取り消すこと。 

（４） 上尾市立公民館の用に供する教育財産の目的外使

用を許可し、又は当該許可を取り消すこと。 

５ 中学校給食共同調理場所長 中学校給食の計画を決定すること。 

【 追加 】 

６ 学校長 （１） 所属職員のうち県費負担教職員を除いたもの（以下

この項において「市費学校職員」という。）の遅参、早退、

年次休暇及び特別休暇（勤務時間条例第１４条第２項第３号

及び第１９号に規定するものを除く。）を承認すること。 

（２） 市費学校職員の時間外勤務命令をすること。 

（３） 市費学校職員の勤務時間条例第８条の２第１項（同

条第４項において準用する場合を含む。）の規定による深夜

勤務の制限を承認すること。 

（４） 市費学校職員について、勤務時間条例第８条の２第

２項及び第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）

の規定による時間外勤務の制限を承認すること。 

（５） 市費学校職員について、旅行命令（研修に関する旅

行命令を除く。）をすること。 

（６） 市費学校職員の勤務時間条例第５条の規定による週

休日の振替及び半日勤務時間の割振変更をすること並びに

勤務時間条例第８条の３第１項の規定による時間外勤務代

休時間の指定及び勤務時間条例第１０条第１項の規定によ

る代休日の指定をすること。 

（７） 学校職員の職務に専念する義務の特例に関する条例

第２条の規定により県費負担教職員（学校長を除く。）の職

務に専念する義務を免除すること（その免除の事由が教育委

員会が別に定めた場合によるものに限る。）。 
 

【 削除 】 

４ 中学校給食共同調理場所長 中学校給食の計画を決定すること。 

５ 平方幼稚園長 上尾市立平方幼稚園の入園を許可すること。 

６ 学校長 （１） 所属職員のうち県費負担教職員を除いたもの（以下

この項において「市費学校職員」という。）の遅参、早退、

年次休暇及び特別休暇（勤務時間条例第１４条第２項第３号

及び第１９号に規定するものを除く。）を承認すること。 

（２） 市費学校職員の時間外勤務命令をすること。 

（３） 市費学校職員の勤務時間条例第８条の２第１項（同

条第４項において準用する場合を含む。）の規定による深夜

勤務の制限を承認すること。 

（４） 市費学校職員について、勤務時間条例第８条の２第

２項及び第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）

の規定による時間外勤務の制限を承認すること。 

（５） 市費学校職員について、旅行命令（研修に関する旅

行命令を除く。）をすること。 

（６） 市費学校職員の勤務時間条例第５条の規定による週

休日の振替及び半日勤務時間の割振変更をすること並びに

勤務時間条例第８条の３第１項の規定による時間外勤務代

休時間の指定及び勤務時間条例第１０条第１項の規定によ

る代休日の指定をすること。 

（７） 学校職員の職務に専念する義務の特例に関する条例

第２条の規定により県費負担教職員（学校長を除く。）の職

務に専念する義務を免除すること（その免除の事由が教育委

員会が別に定めた場合によるものに限る。）。 
 

 

 



 

 

議案第２０号資料 
◇上尾市教育委員会の所管に属する機関の職制等に関する規則（平成１３年上尾市教育委員会規則第３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（必要に応じて置く職及びその職務） （必要に応じて置く職及びその職務） 

第４条 第２条の表の左欄に掲げる機関に、必要に応じて、次の

表の左欄に掲げる職を置き、その職務は、それぞれ同表の右欄

に掲げるとおりとする。 

第４条 第２条の表の左欄に掲げる機関に、必要に応じて、次の

表の左欄に掲げる職を置き、その職務は、それぞれ同表の右欄

に掲げるとおりとする。 

備考 備考 

１ この表において「リーダー」とは、当該機関の長が、当該機

関に属する主幹以下の職にある職員のうちから、これらの職員

の行う事務を統括する者として別に定めるところにより指名

した者をいう。 

１ この表において「リーダー」とは、当該機関の長（公民館長

を除く。備考２において同じ。）が、当該機関に属する主幹以

下の職にある職員のうちから、これらの職員の行う事務を統括

する者として別に定めるところにより指名した者をいう。 

２ この表において「サブリーダー」とは、当該機関の長が、当

該機関に属する副主幹以下の職にある職員のうちから、リーダ

ーを補佐する者として別に定めるところにより指名した者を

いう。 

２ この表において「サブリーダー」とは、当該機関の長が、当

該機関に属する副主幹以下の職にある職員のうちから、リーダ

ーを補佐する者として別に定めるところにより指名した者を

いう。 

 


